
はじめに

2017年 1月に大統領に就任したドナルド・

トランプ氏が環太平洋パートナーシップ協定

（TPP）から離脱する大統領令に署名して 1年

が経過した。もとより、トランプ氏と大統領の

座を争った民主党候補のヒラリー・クリントン

氏も TPPには反対の立場であったから、誰が

大統領になっても容易に TPPが批准されない

ことは予想の範囲内であった。ビジネス出身と

いうトランプ大統領の経歴に期待して、最終的

には合理的な判断をして TPPに賛成してくれ

るのではないかという、希望を込めた楽観的な

分析もあったが、結果は公約通り TPPからの

離脱となった。

苦労して合意に漕ぎ着けた TPPが、主導国

の一つである米国の国内政治事情によってあっ

さりと覆されるとは、大筋合意に至った 2015

年 10月には想像ができなかった。TPPを含む

自由貿易協定（FTA）（1） は外国との協定という

点で対外政策の一類型といえるが、TPPをめ

ぐる一連の騒動は、対外政策とはいいながら外

国との合意の成立には国内政治情勢が深く関わ

るという事実を改めて突き付けたといえよう。

すなわち対外政策は、「国家の間での対外政策

の選択のマクロ性」と「国内における対外政策

の選択それ自体のマクロ性」の二面性を有する

のである（2）。

FTA交渉という対外政策が国内要因に強く

規定されるならば、国内要因がどのように

FTAの推進または阻害につながるかは興味深

い論点といえよう。本稿では、国内要因のうち

国内政治の主要プレイヤーである政治家の行動

に焦点を当て、政治家が FTAを推進または反

対する行動の選択の背後にある要因を分析して

みたい。

政治家は選挙で落選したらただの人としばし

ば評されるが、政治家が選挙での当選を最優先

に行動することに異論はないであろう。当選す

るためには有権者からの支持を獲得しなければ

ならない。選挙で勝利するための手段とし

て FTAを推進すると主張するのが米国の政治

学者であるマンスフィールド（EdwardD.

Mansfield）とミルナー（HelenV.Milner）

である（3）。彼らは、政治改革を求める有権者か

らの支持を獲得するために、自身を改革派政治

家であるとの証明の手段として FTAを推進す

ると論じる。以下、まずは米国を含むオリジナ

ルのTPP（以下、TPP12）合意が日本のFTA

政策に与えた影響を再確認し、マンスフィール

ドらの議論を参考に、政治家の行動が FTAを

推進または阻害するメカニズムを考察する。

1.TPP12が日本のFTA政策に

与えた影響

TPPは「包括的及び先進的な環太平洋パー

トナーシップ協定」（CPTPP。以下 TPP11と

する）という新たな協定として大筋合意となり、
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2017年の 11月 11日にその概要が公表された。

日本の茂木敏充経済財政・再生相（TPP担当）

が 11月 9日に TPP11が大筋合意に至ったと

ツイートした後に、カナダがそれを否定するツ

イートを発信するといった一悶着はあったもの

の、一度は漂流しかけたアジア太平洋地域にお

けるメガ FTA構築のモメンタムを維持できた

意義は大きい。日本にとっては高水準の自由化

とルールを含むメガ FTAに合意できたこと、

日本経済の成長や日本企業のビジネス拡大の機

会となること、東アジア地域包括的経済連携

（RCEP）といった他のメガ FTA交渉への刺

激を期待できるといったプラスの効果が期待さ

れ、かつそれが伝統的に外交交渉を主導できな

いとされてきた日本（4）が、取りまとめに主体的

役割を果たしたという点でも特筆すべき成果だっ

たといえる。

また、2017年 7月に大筋合意した日欧 EPA

は、同年 12月 8日に最終合意が確認された。

日欧 EPAも TPP並みにタリフラインベース

で 94％の関税を撤廃するとされる。TPP12以

後に合意された2つのFTAの関税撤廃率は95

％前後となり、TPP12以前の日本の FTAの

関税撤廃率が軒並み 90％を下回っていたこと

を踏まえると、TPP12が日本の FTAの参照

基準として機能している側面が読み取れる。

米国の再加入の可能性がゼロではないといえ、

米国の離脱により TPPの経済的なインパクト

の減少は否定できない。しかし、発効に至らな

かったとはいえ、今から振り返れば TPP12で

大筋合意できていたことは、日欧 EPAおよび

TPP11の自由化の水準に大きな影響をもった

と考えられる。TPP12は、日本の FTA政策

のゲームチェンジャーとしての役割を果たして

いるのである。

ある FTAで高い関税撤廃率を設定したにも

かかわらず、別の FTAが低水準の自由化にと

どまった場合、相手国から不公平との批判が予

想され、かつその批判への反論は難しくなる。

当初は例外のつもりでも、一つの先例ができる

とそれを足掛かりに他の事例での適用が進む。

実際、FTAは先例の存在が重要で、しばしば

後続の FTAはそれ以前に締結された FTAが

参考されることが多く、たとえば今日の EUの

FTAは、EUの新通商戦略である「グローバ

ル・ヨーロッパ」に基づいて初めて締結された

EU韓国FTAが先例となっている。

このように FTAでは先例の存在が非常に重

要であり、それゆえに現状維持派（FTAでい

えば高度な自由化に反対する団体や論者）は、

他の FTAへの波及を恐れて TPPや日欧 EPA

で高度な自由化を達成したことを批判するので

ある（5）。反対に、日本の貿易自由化を求める人々

からすれば、他への波及効果を狙えるという意

味でも高度な自由化を望むであろう。そして、

最近の 1、2年では、TPP12がその機能を果

たしはじめているのである。

2.FTAの正当化根拠

さて、議論を FTAをめぐる政治家の行動原

理に戻すが、その前に貿易自由化の正当化根拠

を確認しておきたい。貿易自由化の最も有力な

正当化根拠の一つは、国民の経済的利益の向上

である。経済的に裕福になったり、商品やサー

ビスが安価に利用できるようになれば、サービ

スや財を利用できる人が拡大する。財の価格低

下は所得向上と同様の効果を持ち、商品やサー

ビスを利用可能な人が増え、それにより人々が

さらに多くの経済的利益を得、それが足し合わ

さることによって国全体の経済的利益が高まる。

貿易自由化は財の価格低下や資源の効率的利用

を促進するため、国全体の経済的利益の向上を

もたらす有力な手段である。

もちろん国全体の経済的利益が拡大しても、

ミクロレベルでは利益を得る人と不利益を被る

人が存在するため、不利益を軽減するために何

らかの政策的な手当は必要になる。2017年度

の補正予算で TPPや日欧 EPA対策費は 3170

億円となった。TPP12が大筋合意された 2015

年度以降、TPP対策費が 3年連続で 3000億円

を上回ることになり、ガット・ウルグアイラウ
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ンドで6兆円を超える対策費がほとんど農業の

体質強化につながらなかったことを踏まえると、

1兆円弱の対策費が本当に有効に活用されるか

疑問は残るが、とはいえ、これらの対策費は

FTAによって不利益を被る産業への手当とし

ては正当化されうる。

個々の FTAの経済的インパクトはそれぞれ

検証する必要はあるが、基本的には FTAは貿

易自由化を促進し、財の価格低下や資源の効率

的利用を促進するものとして理解できる。自由

貿易は経済学で最も支持されている理論の一つ

とされる（6）。こと TPPに限っても、TPPの経

済的利益については、ピーターソン国際経済研

究所のペトリとプラマーは、TPPは米国の年

間実質所得を 1310億ドル（GDPの 0.5％）、年

間輸出額を 3570億ドル（輸出額の9.1％）押し

上げる効果があり、反対に TPPの開始が一年

遅れると米国経済は940億ドルの機会費用の損

失を被ると試算していた（7）。

このように、経済学的には自由貿易が国の富

を増大させることにほぼコンセンサスが得られ

ているにもかかわらず、現実の政治ではしばし

ば貿易自由化をめぐる対立が発生し、TPP12

のように貿易自由化派が敗北することもある。

こうした事態が発生するのは、政治家が FTA

を経済的利得の観点から評価するだけではなく、

むしろ自身の政治的利益の達成のために FTA

を利用している側面を浮かび上がらせる。では、

その利益とは何で、そしてその利益の獲得のた

めに FTAをどのように利用しているのだろう

か。

3.シグナル効果論

� マンスフィールドとミルナーのシグナ

ル効果論

FTA推進は政治家にとって利益になると主

張するのがマンスフィールドとミルナーである。

彼らは、政治家が自身を自由貿易支持派である

ことを証明するための手段として政治家が

FTAを選好すると主張する（8）。上述のとおり、

自由貿易は国全体の経済的利益を増大させる。

そのため、FTAを締結しないと経済成長や自

由貿易を望む産業や有権者から経済的利益を逸

失したと非難され、ひいては支持を失い選挙で

敗北するという政治家にとって高いコストが発

生する。有権者は政府の経済政策の詳細まで理

解できるわけではないため、政策の有効性は経

済状況から判断せざるをえず、実際に経済が成

長しているときは現職に有利になるとされる。

そのため、政府は FTAを結んで経済を成長さ

せるインセンティブを有する。

さらに政治家が改革派なのか現状維持派なの

かどうか、もしくは、少数の利益集団の利益を

優先するタイプなのかを有権者は判断できない。

仮に世論の多数派が改革支持で、政治家自身も

改革を主張していたとしても、その政治家が本

当に改革派なのかを言動から判断するのは難し

い。そのため、政治家は有権者からの支持を獲

得するために、自身がどのタイプなのかを有権

者に信じてもらえるやり方で示さなければなら

ない。しかし、有権者が政治家は嘘をつく（本

当は現状維持派であるのに、選挙で当選するた

めに改革派を装う）と疑っていると、改革派政

治家は自身が改革派であると有権者に信じても

らうことが困難になる。

自身のタイプを有権者に伝達するシグナルと

なるのが FTAである。今日の FTAは関税の

削減・撤廃だけでなく、非関税障壁の削減・撤

廃が盛り込まれるのが通常であるが、非関税障

壁の撤廃には様々な国内制度改革が必要となり、

改革を断行すれば特定産業の利益に反すること

もあり得る。そのため、FTAを進めようとす

るとその産業からの支持を失うリスクが高くな

る。その産業からの支持の喪失というコストを

支払うリスクを冒してでも FTAを進めようと

するならば、有権者はその政治家を改革派であ

ると信用しやすくなる。結果、改革派政治家は

FTAを通じて自身を改革派であると証明でき、

有権者の支持という利益を獲得できるのであ

る（9）。マンスフィールドとミルナーはそう呼ん

でいないものの、本稿では二人の理論を「シグ
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廃が盛り込まれるのが通常であるが、非関税障

壁の撤廃には様々な国内制度改革が必要となり、

改革を断行すれば特定産業の利益に反すること

もあり得る。そのため、FTAを進めようとす

るとその産業からの支持を失うリスクが高くな

る。その産業からの支持の喪失というコストを

支払うリスクを冒してでも FTAを進めようと

するならば、有権者はその政治家を改革派であ

ると信用しやすくなる。結果、改革派政治家は

FTAを通じて自身を改革派であると証明でき、

有権者の支持という利益を獲得できるのであ

る（9）。マンスフィールドとミルナーはそう呼ん

でいないものの、本稿では二人の理論を「シグ
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ナル効果論」と呼ぶことにする。

� 現状維持的政治家という「レモン」の

選別

このシグナル効果論は、ミクロ経済学の「レ

モン」の問題の応用といえる。有権者の多数派

が改革を望んでいるとして、そうした有権者か

らすれば改革を標榜しながら実は現状維持派の

政治家は価値のない存在であり、経済学でしば

しば中古車市場を引き合いに説明される「レモ

ン市場の問題」の政治家版といえる。レモン市

場の問題が発生するのは、買い手が商品の品質

について完全な情報を有しないためであり、選

挙であれば有権者が政治家が改革派か現状維持

派かについて完全な情報を有しないために発生

するのである。政治家は自身が改革派か現状維

持派なのかを知っている。しかし、有権者はそ

の政治家に関する情報を完全に把握することが

困難であり、両者の間には大きな情報格差が存

在するのである。

その政治家が公約として改革を明確に掲げて

いても、現状維持派の中にも改革派を装う政治

家は存在する（と有権者は疑っている）。改革

を志向する有権者からすればそうした政治家は

質の悪いレモンである。結果、有権者は自身が

望まない政治家に投票するリスクを考慮して選

挙に行かないかもしれないし、ギャンブル的に

投票先を決定しなければならなくなる。

この問題に対処するには、情報の非対称性の

解消が必要となる。新聞やテレビ番組、インター

ネット上の政治解説者、インターネットの分析

サイトなどが第三者の専門家として役割を果た

し、情報格差の緩和に貢献しよう。また、理論

上、政党も情報格差解消に貢献するはずである。

よほど有名な政治家でもない限り、候補者の政

治的立場を有権者が知ることは困難であるが、

その候補者が特定の政党に所属している場合、

有権者はその政党の政治的立場から候補者の政

治的立場を推測可能となる。もっとも、米国の

ように党議拘束が弱く、政治家が党とは違う立

場をとることが許容されている国であれば、政

党はその候補者の政治的立場を判断する材料と

しては弱くなる。

第三者による取組みとは別に、売り手（政治

であれば政治家）自身による情報格差解消の対

応策が「シグナル」である。たくさんのレモン

が市場に紛れ込んでいるにもかかわらず、消費

者が商品について十分な情報を持ち合わせない

場合、何を根拠に商品を選択すればいいか。経

済の世界では広告がその一例であり、大事なの

は売り手が投じる広告費の大きさである。大々

的に広告していたり、出演料が高い有名俳優を

起用していれば、消費者は売り手が広告のため

に多大なコストを負担しているだろうと推測す

る。売り手はその商品の価値や開発のためにど

れくらい投資をしたのかを把握しているから、

商品の質が低いと売り手が判断していれば、そ

の商品のために多額の広告費を投じるインセン

ティブはない。反対に売り手が商品の質に自信

があれば、それを売るために多額の広告費をか

けることは合理的である。広告費のように商品

の品質を推測する判断材料となるのが「シグナ

ル」である。広告費が高いからといってその商

品の品質が変化するわけではない。しかし、消

費者は広告費を参考にすることで、その商品の

質を推測可能となる。反対に売り手からすれば、

商品の良質さを消費者に伝えるためのシグナル

として広告に多額の費用を投じるのである。

これを政治に当てはめると、政治家にとって

最も高いコストは支持率の低下や選挙での落選

である。したがって、有力な支持層からの人気

を失うような改革を進めていれば、有権者はそ

の政治家の言動を信用するかもしれない。マン

スフィールドとミルナーにとってそれが FTA

の推進である。FTAは保護政策の改革を含む

ため、従来保護を享受してきた業界から反対を

招くリスクが高い。日本では、農産物の関税撤

廃に農業団体が強く反対することが多い。農業

団体はかつてのように政治家を当選させるだけ

の力は失ったかもしれないが、小選挙区制で候

補者が競り合っている場合はわずかな票の行方

で選挙結果が左右されるため、組織票を固めら
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れる農業団体は政治家を落選させるだけの力は

依然として保持している（10）。

農業団体が反対する政策は落選リスクを高め

る行為であり、政治家の行動としては非合理的

に見える。反対に有権者から見れば、落選や支

持率低下のリスクを抱えながらその政治家が

（保護政策の改革を伴う）FTA推進を訴えてい

れば、その政治家は本心から改革を支持してい

るのだろうと推測する。既存の支持層からの支

持を失うというコストを支払うリスクをシグナ

ルとして有権者が読み取り、改革支持の有権者

はその政治家への投票を行う。政治家からすれ

ば改革派として自身の立場を有権者に信用させ

ることで、有権者からの支持を獲得できるので

ある。

4.シグナル効果論を修正する

マンスフィールドとミルナーは、政治家が改

革支持の有権者からの支持獲得のため、自身が

改革派であるとの証明の手段として FTAを推

進すると主張した。しかし、2016年の米国大

統領選挙では、トランプ氏もヒラリー氏も、民

主党の候補者指名をめぐってヒラリー氏と争っ

たバーニー・サンダース氏といった有力候補者

も TPPに反対した。それどころか、各候補者

とも自身がいかに中間層以下の有権者の味方で

あるかを証明するために TPPに反対している

ようにも見えた。その意味で、マンスフィール

ドとミルナーの説明とは真逆の現象が 2016年

の大統領選挙で発生したともいえる。

彼らの説明で修正を要する部分があるとすれ

ば、それは、政治家がシグナルを使う場合、常

にそれが FTA推進というかたちになって表れ

るとした点であり、有権者からの支持獲得のた

めに FTAの否定が選択される可能性を考慮し

ていない点であろう。本来は WTO協定の例

外的措置であったFTAが当たり前の政策となっ

た一方で、その経済的効果に対する疑いが広が

りつつある今日であれば、むしろ FTAの否定

が有権者にアピールすることもあるだろう。

米国では 2000年代半ばにすでに自由貿易へ

の支持は減退しつつあり、シカゴ外交問題評議

会（現在のシカゴ・グローバル評議会）の調査

では、外交問題に関して米国人の 80％以上が

雇用の保護が最優先課題だと回答し、10万ド

ル以上の高所得層の間でさえも貿易促進支持は

1999年の 57％から 2004年には 28％まで減少

していた。別の機関による調査では NAFTA

を支持する米国人は 4％に過ぎないという結果

さえあったのである（11）。2010年代に入っても

貿易自由化による恩恵の実感は乏しく、FTA

支持者は一定程度存在したものの、FTAによっ

て賃金が上昇する、または雇用が拡大するといっ

たプラスの効果を期待できると回答した人々は、

世論調査回答者の 10％前後にとどまっていて

いた（12）。

このような状況下、トランプ大統領は TPP

や貿易赤字が国の富や雇用を奪うと批判した。

現実には、貿易赤字はその国の経済が成長して

いたり雇用が拡大している時期に増大するほう

が通常で、反対に経済が引き締められたり、雇

用が喪失している時期に貿易赤字は減少する（13）。

したがって、貿易赤字の拡大によってその国の

富が失われるわけではないのだが、しばしば誤っ

た言説が影響力を持って自由貿易への反対意見

となる。アーウィンは、米国の特に中間層以下

の人々の間で自由貿易の魅力が失われている要

因の一つとして、リーマンショック以降の景気

の回復の恩恵を労働者や失業者の多くが感じら

れていないことを挙げる。リーマンショック時

の急激な経済の低迷は脱し、統計上は失業率も

低下しつつあるが、それは多くの（元）労働者

が労働市場から退出しただけであって、彼らに

とってリーマンショック時の「大不況」（Great

Recession）はまだ続いているのである（14）。

ジョージ・W・ブッシュ大統領もオバマ大

統領もそうした中間層以下の人々が雇用を奪う

と信じる FTAの締結を進めてきたため、彼ら

は共和党も民主党も自分たちの懸念に真剣に取

り組んでいないと感じはじめ、それが自由貿易

への反感となり、自由貿易政策を支持してきた
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れる農業団体は政治家を落選させるだけの力は

依然として保持している（10）。

農業団体が反対する政策は落選リスクを高め

る行為であり、政治家の行動としては非合理的

に見える。反対に有権者から見れば、落選や支

持率低下のリスクを抱えながらその政治家が

（保護政策の改革を伴う）FTA推進を訴えてい

れば、その政治家は本心から改革を支持してい

るのだろうと推測する。既存の支持層からの支

持を失うというコストを支払うリスクをシグナ

ルとして有権者が読み取り、改革支持の有権者

はその政治家への投票を行う。政治家からすれ

ば改革派として自身の立場を有権者に信用させ

ることで、有権者からの支持を獲得できるので

ある。

4.シグナル効果論を修正する

マンスフィールドとミルナーは、政治家が改

革支持の有権者からの支持獲得のため、自身が

改革派であるとの証明の手段として FTAを推

進すると主張した。しかし、2016年の米国大

統領選挙では、トランプ氏もヒラリー氏も、民

主党の候補者指名をめぐってヒラリー氏と争っ

たバーニー・サンダース氏といった有力候補者

も TPPに反対した。それどころか、各候補者

とも自身がいかに中間層以下の有権者の味方で

あるかを証明するために TPPに反対している

ようにも見えた。その意味で、マンスフィール

ドとミルナーの説明とは真逆の現象が 2016年

の大統領選挙で発生したともいえる。

彼らの説明で修正を要する部分があるとすれ

ば、それは、政治家がシグナルを使う場合、常

にそれが FTA推進というかたちになって表れ

るとした点であり、有権者からの支持獲得のた

めに FTAの否定が選択される可能性を考慮し

ていない点であろう。本来は WTO協定の例

外的措置であったFTAが当たり前の政策となっ

た一方で、その経済的効果に対する疑いが広が

りつつある今日であれば、むしろ FTAの否定

が有権者にアピールすることもあるだろう。

米国では 2000年代半ばにすでに自由貿易へ

の支持は減退しつつあり、シカゴ外交問題評議

会（現在のシカゴ・グローバル評議会）の調査

では、外交問題に関して米国人の 80％以上が

雇用の保護が最優先課題だと回答し、10万ド

ル以上の高所得層の間でさえも貿易促進支持は

1999年の 57％から 2004年には 28％まで減少

していた。別の機関による調査では NAFTA

を支持する米国人は 4％に過ぎないという結果

さえあったのである（11）。2010年代に入っても

貿易自由化による恩恵の実感は乏しく、FTA

支持者は一定程度存在したものの、FTAによっ

て賃金が上昇する、または雇用が拡大するといっ

たプラスの効果を期待できると回答した人々は、

世論調査回答者の 10％前後にとどまっていて

いた（12）。

このような状況下、トランプ大統領は TPP

や貿易赤字が国の富や雇用を奪うと批判した。

現実には、貿易赤字はその国の経済が成長して

いたり雇用が拡大している時期に増大するほう

が通常で、反対に経済が引き締められたり、雇

用が喪失している時期に貿易赤字は減少する（13）。

したがって、貿易赤字の拡大によってその国の

富が失われるわけではないのだが、しばしば誤っ

た言説が影響力を持って自由貿易への反対意見

となる。アーウィンは、米国の特に中間層以下

の人々の間で自由貿易の魅力が失われている要

因の一つとして、リーマンショック以降の景気

の回復の恩恵を労働者や失業者の多くが感じら

れていないことを挙げる。リーマンショック時

の急激な経済の低迷は脱し、統計上は失業率も

低下しつつあるが、それは多くの（元）労働者

が労働市場から退出しただけであって、彼らに

とってリーマンショック時の「大不況」（Great

Recession）はまだ続いているのである（14）。

ジョージ・W・ブッシュ大統領もオバマ大

統領もそうした中間層以下の人々が雇用を奪う

と信じる FTAの締結を進めてきたため、彼ら

は共和党も民主党も自分たちの懸念に真剣に取

り組んでいないと感じはじめ、それが自由貿易

への反感となり、自由貿易政策を支持してきた
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既存のエリート的な政治家への反発につながっ

ていったのである（15）。このような状況下、大統

領選挙の候補者たちは、自身が非主流派である

との証明のために TPP反対をシグナルとして

利用したと考えられる。しかし、ヒラリー氏は

国務長官時代に TPPを推進した立場であり、

彼女の政治家としてのキャリアはかえって彼女

の主張に胡散臭さを与える結果となってしまっ

た。他方で、トランプ氏の米国的な価値観を損

ねるような一連の言動は、従来の主流派層から

の支持を失いかねないものであった。だからこ

そ非主流派層からすればそのような高いコスト

を支払ってまで TPP反対や雇用保護を訴える

トランプ氏は本気で自分たちの利益を第一に考

える政治家であるとして、彼の主張が信憑性を

もって受け入れられる結果につながった。

FTAをシグナルとして利用するのは改革派だ

けではなく、既存政策の否定や断絶、新規性の

アピールに FTA（の否定）が有効と考える政

治家も利用するのである。

既存政策との違いを示すために FTAが利用

される現象は米国だけに見られるものではない。

2010年 10月、民主党の菅直人首相は、所信表

明演説において「平成の開国」という旗印のも

と、TPP交渉への参加検討の意思を明らかに

した。結局のところ交渉参加意欲は示しつつ、

続く野田政権でも TPP交渉に参加できなかっ

たのだが、菅首相就任当時は、尖閣諸島中国漁

船衝突事件や米軍基地移設問題に関する鳩山首

相の軽率な言動等により民主党のリーダーシッ

プの欠如が問われていたから、農林族や農業団

体からの強い反対が想定される TPP交渉参加

を決断することで、菅政権が鳩山政権とは違う

ことを世論に示す狙いがあったと考えられる（16）。

しかし、続く野田政権時代も含めて、民主党

内には元農相の山田正彦ら TPP反対派が存在

し、結局のところ TPPをめぐる民主党内の紛

糾によって、TPPは民主党の決められない政

治の象徴となった。だからこそ、2012年 12月

の衆議院選挙で勝利した安倍首相は、決められ

る政治家であることを示すために、民主党の決

められない政治の象徴となっていた TPP交渉

参加の決断をシグナルとして利用したのである。

交渉参加は 2013年 3月に発表されたが、当時

は2013年7月に参議院選挙が控えていたため、

農業票に配慮せざるをえない安倍政権が TPP

交渉参加を決断することは難しいとの見方もあっ

たことから、参議院選挙前に TPP交渉参加を

決断することでその先入観を覆し、決断できる

リーダーであるとのシグナルを国民に送ったの

である（17）。日本ではFTA推進が選択されたが、

FTAは既存政策との違いを証明するためのシ

グナルとして政治家に利用され、利用のされ方

によって FTAが推進されることもあれば、失

速させられることもあるのである。

おわりに代えて～日米FTAの展望～

有権者の支持獲得のためのシグナルとして

FTAが使用されるとして、そして、トランプ

大統領が自身が非主流派であるという証明のた

めのシグナルとして FTAが利用されるとする

と、それは日米二国間 FTA交渉にいかなる影

響を与えるだろうか。

トランプ政権が TPPに再加入する可能性は

限りなく小さい。安倍首相は、首脳会談や日米

経済対話等で日本の TPPへの取組みについて

説明し、米国が TPPに戻る橋渡しの役割を引

き続き担いたいと述べる一方、トランプ大統領

は日米二国間 FTAに強い意欲を示している。

彼は日米二国間 FTAを優先し、農産物の関税

引き下げ・撤廃を強硬に要求してくると予想さ

れる。日本としては米国を TPPに引き込みた

いところであるが、それが難しいとなると、二

国間 FTAに応じるか拒否するかの二択しかな

く、二国間 FTAに応じるとしても米国からの

自由化要求にどこまで応じるかが焦点となる。

仮に安倍政権が交渉入りを容認した場合、農

業分野の関税保護を貫き通すのは難しいだろう。

2017年 11月の日米首脳会談でトランプ大統領

は対日貿易赤字に不満を表明しているものの、

現状、安倍首相とトランプ大統領の関係は非常
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に良好である。それ自体は安定した日米関係を

構築する上で大事なことであるが、問題は、せっ

かく構築した良好な関係という資産を喪失する

ことを恐れて、かえってトランプ大統領の不興

を買う政策を日本がとれなくなることである。

シェリングが論じたように、交渉というのは

最終要求を提示した（自分はこれ以上譲歩や別

の提案をすることはないと相手に信じさせた）

側が勝利する。「そもそもなぜ譲歩するかとい

えば、それは相手が譲歩しないと思っているか

らである」（18）。トランプ大統領は何をするかわ

からない予測不可能な人間であると相手に信じ

させることに成功している（彼が意図している

かどうかはともかく）。交渉相手が合理的な人

間であれば、利益供与や道理に基づく説得もで

きようが、何をするか予測できず、癇癪を起し

て過去に蓄積してきた関係も簡単に壊してしま

いかねない人物であるとわれわれが認識してい

ると（そしてその相手が自国にとって非常に重

要な相手であれば）、その相手の要求に抵抗し

続けることは難しい。まして、トランプ大統領

の支持率は低下傾向にあり、中間層以下という

彼の支持基盤からの支持を固めるために容易に

譲歩しないだろうと安倍政権が予測するならば、

譲歩を迫られるのは安倍政権側となる。

トランプ大統領が米国経済や雇用保護を最優

先する大統領であるとのシグナルとして TPP

反対が利用されるならば、彼が翻意して TPP

に復帰する可能性は低い。良好な関係という資

産が蓄積されても、その資産が相手の意向によっ

て容易に壊れうる非常に脆いものと認識される

場合、良好な関係を梃子に相手に自国の要求を

のませることも困難である。トランプ政権が北

米自由貿易協定（NAFTA）や米韓 FTAの再

交渉に追われているため、当面は日米 FTA交

渉に割く余力がないことに安倍政権は助けられ

ている面があるが、安倍首相とトランプ大統領

の緊密な関係は日米 FTA要求からの防波堤と

しては十分でないだろう。
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